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I pp－11 世帯属性よりみた余暇関連支出

家政学原論・家庭経営 家庭経済・家族関係

　　　　　磯村浩子（武蔵野短大）

目的　世帯における余暇関連支出につき、世帯属性別に各種所得および消費支出に対す

る余暇関連支出の関連を考察し、世帯属性別の差異を明らかにする。併せて余暇時間との

関連につき、示唆を得ることを目的とする。
方法　主として総務庁統計局『全国消費実態調査報告』、総務庁統計局『家計調査年報』

の各年版を使用し、世帯類型、ライフステージ別、就業形態別に世帯における各種所得と

消費支出に対する余暇関連支出の弾力性を求め、その差異につき考察する。
結果　世帯における余暇関連支出は、可処分所得、世帯主の勤め先収入、配偶者の勤め

先収入、また消費支出と密接な関係があり、それは世帯属性により異なる。また余暇時間

の保有、他の支出目的、余暇志向の意識とも関わると推測された。①夫婦世帯の例で、世

帯主収入および消費支出に対する余暇関連支出の弾性値は、時系列で下降傾向にあり、配
偶者収入に対する弾性値は上昇傾向にある。②ライフステージにおける教養娯楽費は、

可処分所得の例で、夫婦世帯であるステージＩの弾性値が大きく、夫婦と子２人世帯で

ー旦下降し、ステージu、ｍ、wと上昇して、夫婦世帯のステージｖで下降する。③就業

形態は余暇関連支出の所得弾力性に大きな影響を与える。共働き世帯の余暇関連支出は、
夫のみ有業世帯に比し可処分所得に対する弾力性が小さく、余暇時間の保有と関わる。ま

た妻の就業形態別では、普通勤務よりパートタイマーの方が、可処分所得、世帯主収入、
消費支出に対する教養娯楽費の弾力性が高い。　④1991年に余暇時間に対する余暇支出の

関連が強まり、中都市における教養娯楽サービスと教養娯楽関係費で関連が強い。
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2Pa-1　　　　　家事労働に与える家事サービス利用の影響

　　　　　　　　○平田道憲　貴志倫子* （広島大　’広島大・院）

　目的　家庭経営に必要な家事労働は家族成員によって提供されるだけでなく、各種家事
サービスによって代替されている。家事サービスの利用、家事サービス利用に対する態度

が家事労働に与える影響を明らかにすることが目的である。
　方法　1996年12月、広島市中、南、東区在住の核家族世帯の妻と夫を対象とした
生活時間調査を実施。２段階確率比例法に基づくスクリーニング･サーベイ。標本162

組、有効回収数81組(50.0%)。'日曜・月曜２日間の生活時間ならびに妻、夫、世帯の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｰ---a　－　－　－属性と態度を調査。このうち本研究では夫が有職の世帯を分析対象とした。
　結果（１）妻の家事サービスの利用状況については、共同購入を除き、有職の妻の利用
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率が高い。家事サービス利用の有無による家事時同量の違いは大きくない。

（２）家事労働について、「家事サービスの利用を支持」する比率は夫も妻も30%程度であ

る。「外食、総菜の積極的利用に賛成」する比率は夫も妻も20%に満たない。これに対し

て、「家事労働の手抜きをしてもよい」とする比率は夫40%程度、妻55%程度である。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■■　　　　　--＆｡　」_｡｡　-･　″･｀¶f-●･゛･　　－7「y゛一一　　　　　　　　　＿れらの比率は、夫・妻ともに妻が「主に仕事」に従事している場合に高い。

（３）妻の場合、「家事サービスの利用を支持」「外食、総菜の積極的利用に賛成」「家事労

働の手抜きをしてもよい」と考える者の方が家事労働時間が短い。「家事サービス利用」

I〃j‾ﾐ４４㎝ＷＷミ　ミW~--　.d　－ミ。－＿ｍ　ごミ　　ーの態度は非就業日に、それ以外の二つの態度は就業日にその影響がみられる。夫の場合、

家事労働時間総量が短いことには注意すべきであるが、家事労働の手抜きに肯定的な夫の

方がそうでない夫より家事労働時間が短い。
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